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日本企業でボランタリークレジットを利用した取組みが広がる  

様々な日本企業がクレジットの利用に乗り出す 

日本国内ではカーボンニュートラル LNG を販売する動きが今年に入り拡大

していたが、それ以外にもクレジットを活用する動きが見られるようになってき

た。航空会社、ベンチャー企業、プロバスケットボールチームなどが、様々な

形でクレジットを活用して温暖化対策に取組むことを発表している。 

特に、J クレジットについては、注目が集まってきている。J クレジットの売手、

買手のマッチングサービスを行う企業も現れてきており、日本国内でのクレジ

ットへの関心が高まってきていることを示しているともの言えるだろう。J クレジ

ットについてはバイオチャーを活用した新しい方法論の提案や、畜産分野に

おける新しい種類のプロジェクト登録もなされており、日本企業からの関心の

高さを窺わせる。 

このような日本企業からの J クレジットへの関心の高まりの背景には、GX ETS

などの動向とともに、海外のプロジェクトに由来するボランタリークレジットに

ついて、信頼性に疑問を投げかける声が上がっていることもあると考えられる。

実際に、今月、ボランタリークレジットの信頼性について評価し、格付けをお

こなっている BeZero 社が、ボランタリークレジットを創出している一部のプロ

ジェクトについて、評価を引き下げたとの報道もある。 

日本国内のプロジェクトについては、ある程度、信頼性が確保されているとの

判断があるとも思われるが、その一方で、供給量については、VCS、ゴールド

スタンダートと比較すると少量の供給量となっており、日本国内からの需要に

どこまで応えられるか、読めない部分も残る。 
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